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型が23区と最も多く B類型がこれについて 8地区であった. IIJの北端部からIE!波崎町城北部まで，
第一次産業就業者がかなり多い状態であったことがわかる.A類型の地匿の広がりは， ~Iヒ端f:jiíや南部










2図). A類型は 8地区に減少する一方 B類型は14地区， D類型は3地区 E類型は 15地区へと増
加した. c類型の地区は 3地区であった llJの全域で第二次産業と第三次産業の就業者の割合が増加
し，就業の多様化が進展したことがわかる.第一次産業就業者の卓越するA類型の地i玄は， I日矢田部村





波崎町では，鹿島!?自発の進展とともに， 農家数は減少し，兼業農家が増加した(第 1表)• 総農家
数は， 1960年の1， 595戸から 1985年の1， 168戸まで減少した.その1司に，専業農家数は 1，033戸(全
農家の64.8%)から429戸 (36.7%)に減少し，逆に第一種兼業農家数は 316戸 (19.8%)から 386戸
152 
第 1表 並!L lli奇 IIJJ における専兼業7]1j・兼業内容別農家数の推酪 (1960年~1985年)
農家数 専業 第一種兼業農家 第二種兼業;農家
i恒勤常務!向 l!iulJ判IJm定I附ぎ!叫業 lいj!忠豆包引叩古常附i出ち:1務芳 1布i日時J』キ{jk=づ寸J!l巨三 附さl 〆i久二l 三r-I ill: と あJ:;マ元
1960 1， 595 1，033 316 74 69 4 169 246 69 53 1 123 
1965 1， 527 812 401 130 130 20 121 314 96 71 10 137 
1970 1， 417 684 425 177 204 3 41 308 91 82 3 132 
1975 L 276 159 697 260 395 4 38 420 202 103 2 113 
1980 J，242 481 404 309 49 2 34 357 214 46 96 




しかし，専兼業JIj農家数や兼業種類別農家数の推移は) 1975年頃を境に大きく異なっている. 1975 
年以前は， i皇:家の減少と兼業化が激しく進行したIl寺湖といえる. この年までに，総農家数は 1，276戸
へ，専業農家数は159戸へと減少し逆に第一種兼業農家数は697戸‘へ，第二fItl兼業農家数は420戸へ
と急増しずこ.家としての主な兼業種類では) I~l 営兼業が減少する一方，恒常的勤務，および 1=1履い・
l?lR;Il~j:雇いが増加した.ところが1975年を過ぎると，農家数の減少は緩慢になり，専業;農家が増加した






































類型 3， cl類型2， e類型2と少数だった a類型と b類型の農業集落の広がりは， 1ヨ矢田部村域中
央部や1ヨ波i崎IflJi或の海岸沿いの楽器などを除き， 1HJj!J!Zのほぼ全体を占めていた. 1975年には， a類型
は 0， b類型は 2と，専業農家の比較的多い農業集落が激減した.一方， c類型は19，d類型は 4，
e類型は9と，兼業農家の比1史的多い農業集落が増加した.1970年に a類型やb類型であった農業集
落の大部分が，第一種兼業農家が卓越する c類型に変わったことがわかる.
その後の専業農家増加を反映して， 1980年の類型別農業集落は a類型が7，b類型が13， C類型が
0， cl類型が3， そして e類型が1となった.1985年まで、には兼業農家率がやや加したため，類型

















は， 開発匿域内に土地を所有する者の全員が，所有i面積の 4割を提供する方式で、あったり. 波崎町4内
では買収の目標面積656hαに対し， 1971年まで、に768hαが買収され，代替地の支給はあったものの，耕
地面積は大11日に減少した.
1960年の耕地面積の内訳は， 1壬137.1%，畑 60.4%，樹園地 2.5%であった.v:1!!面積の卓越は， [HTJ或
第 2表 波崎町における;種類別経営i01地面積および耕作放棄j自国績の推移 (1960王子'"'-1985年)
経営耕地 出 ~1 1l 樹悶 j~ 10 fF 不H):J白
一時的休斜地 放棄 j也
日川州、十1延平岡" 面積三十 I 面積計
国お|
日長 T:uf 11 長~ JJ主 j也;:~:;間積率 守、く
ha ha ha (一96) ha ha ヲ4 ha ha ラ61960 2，089.3 774.4 1， 262.3 3ド >.-: 、 52.6 半 ~k 
1965 2， 085 794 (ー) 1， 220 37 ( 3.0) 71 キ 可1
1970 1， 737. 7 876.3 7.8 (0.9) 827.4 125.6 (15.2) 34‘。 バ~<、 斗c
1975 1， 325.2 680.5 65.6 ( 9.6) 602.2 117.4 (19.5) 42.5 78.6 (19.2) 
1980 1， 360. 5 686.9 70.4 (10.2) 659. 7 223.2 (33.8) 13.9 140.9 (29.2) 




年! f日 |変類|し槻|誠|豆類|叫|普通I I ~技会|果樹類 lr他
1960 775 926 812 247 16 174 。圃2 6 29 2 
1965 774 360 649 422 6 150 >.三 、:*・ 15 70 2 
1970 885 12 78 352 40 169 70 0.5 19 4 5 
1975 608 37 177 2 86 140 37 20 6 
1980 617 20 93 6 36 244 6 74 12 6 





部分は，砂質土壌を地下水面まで、人力で掘り下げて造成された，掘り下げmであっため. しかし， ~1Il 








しなかった1 (~rn) Jと「耕作放棄地Jとに分けて調査されている9) そして耕作放棄地は経営耕地
に含まれていない. 本稿では使宜上， l'調査日前一年間作付しなかった1 (対1)Jを「回 (j:11I) の
一時的休耕地Jと呼び， I一時的体制ー地」と 1-~ゴ 1:地放棄地」とを合わせて「不耕作農地」と H手ぶこと
にする.第2表の「不耕作農地率」は，総経営耕地面積と耕作放棄地部1誌の合計に対する，不耕作農











と，乾1謀に強し、労{動粗放 l杓な ~l lI fl三物の栽培が行われていたので、あった.
しかし， 1970年までにy 支類といも類の収穫面積が激減した.これは，小麦とトウモロコシの輸入
自由化により，小麦や澱粉原料FJ:J-1=-藷の{il格が低落したためである.さらに1975年前後から，
物類と露地野菜類の収穫面積が激減した. r-1 I作物の総収穫面積は，麦免%I ・し、も 33~I ・工芸作物類といっ
た土地利用的な作物の衰退により， 1965年の約1， 604hαから 1975年の約487hαへ減少した.
一方， 1970年以降には，施設野菜類の収穫面積が著しく増加し， 1985年1[こは対lIfF物総収穫面積の約
68%を占めている.施設野菜類に次し、で収穫面積の増加が著しいのは，花丹・花木類である.このよ

















代の後半に， IEl若松村域をl二!こ1心に， ピーマンのトンネノレ栽培を普及させる大きな要因であった15) し





















































題への対応や，労働の逓正化の意味方、ら， ピーマ 1960 65 70 75 80 (年)







ける千両栽培は， 1914 (大正 3)年に南部の本郷集落で、gj家用として始められた.その後，東京の市
場に販路が!清けると急速に普及し昭和初期には栽培面積が40切に達したといわれている.第二次世
界大戦時期に栽培面積は激減したが，戦後の経済復興や1960年代以降の高度経済成長とともに再び増























農家数が最も多い?をj型は， 施設野菜+稲で、603戸，全農家の52%にのぼる. これに次ぐのは， 稲
の121戸(10.4%)， 施設野菜の108戸 (9.2%)， 首:通 ~IH作物+稲の 97)ヨ (8.3%)， 千11れー稲の38戸







例えば施設野菜+稲の類型に属する 653戸の場合， ピーマ、ノのみを栽培する J畏家が59.4%と設も多
く， ピーマンにスイカ， メロン¥ トマトなどを組み合わせている農家は234戸， 38.8%である. しか
し，専業農家や第一種兼業農家は，複数の野菜を組み合わせて栽j脅している;農家に多い.複数の施設
mf莱を栽している農家は 244戸あって，そのうち専業農家は 137戸 (56.1%)，第一種兼業農家は99









農 巧Jシヒ、' 数:業 *1': Jι、I~~二弘~. 0) 類 'J;!J 
合 計 I専 業 I第兼一業種 I兼第二業種
P J~ 358 143 144 71 
PWJ~ 118 59 55 4 
PMR 63 35 26 2 
PMWR 24 20 4 G 
P TI~ 9 6 3 。
MWIミ 8 6 2 。
P 1くR 5 3 2 。
PKWR 4 3 1 。
PMTR 3 2 1 。
施設野菜十稲 PTWR 2 1 。
PKTR つ 。 2 。
PMKR I 。 1 。
PNR 1 。 。 l 
PMTWR 1 l 。 。
OR 。 。 l 
五tITWR 1 。 。
TR 。 1 。
TKNWR 。 。 1 
280 243 80 
P 70 24 25 21 
P¥iへ1 16 4 12 。
PM 11 7 3 l 
PMW 6 3 2 l 
PIくT 。 1 。
施設野菜 P 1 l 1 。 。
PKW I 。 。
PIく 1 。 1 。
MW 。 。
小 ~l I 1081 41 44 23 
f話 3 4 114 
施設野菜÷普通1:1ll作物 2 。 。
施設野菜÷普通知I作物÷稲 9 9 7 
施設野菜十支 Ip麦 。 。
施設野菜+麦→稲 IPM麦R 。
普通知1作物+稲 11 85 
普通知!作物 。 。 15 
タノくコ+稲 |タバコ R 6 8 。




ム 引j.l1;寸lア 殺?に 1兼第一業種 I兼第二業種
千両+栴松 I S松( 。 。
千両+稲 14 14 10 
千jIl(j+若松十稲 fS松R 11 
若松十稲 l松R 。 2 
千両+普通~IH作物 2 2 
千円十普j也知!l作物+稲 3 13 10 
千jlij十若松+普通知作物十稲 I S松HR 。 。 2 
施設野菜+千日IT 2 。 。
PSR 20 9 11 。
PWSR 5 3 2 。
施設野菜+千間十稲 PKTSR 1 。 。
26 13 13 。
P松R 2 2 。 。
P st公R 。 。
施設野菜十千両+松十指 PT松R
。 。
PM¥'VS 松R 。 。
5 3 2 。
千時十タパコ十目指 Sタノ〈コ R 。 。
養Iま 4 3 。
採sf3鶏 l 。 。
畜産 ブロイラー l 。 。
6 3 3 。
|有よ|二十R 2 。 2 。
乳牛ートR 。 1 。
畜産十稲 採D!3鶏十R 1 1 
。 。
養)Jま+R 1 。 1 。
5 l 4 。
施設野菜+斎産 lp刻家 。 。
施設野菜+畜産十稲 Ip併 R 。
千両+畜産十稲 I S桝 R 。 。
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jf差 '気ミ 数
J乏1 業 *λ主~に ，ヨ【t一ムご二t の 7涜 ;rri~ 
合 計十I専 業 I第兼一種業 I兼第一種業
19 7 。
施設腎菜十千同十切1'E+:fil 。 。




施設野菜+果樹 I PWブドウ 。 。
庭木 |庭木 。 G 
鉢物十稲 |鉢物十稲 。 。
合 420 386 359 
p:ピーマン W スイカ M:メロン T:トマト K:キュウリ N ブース
























!;j t:;1:i1詰ヨ 1:1 
o 2 kln 





















































その他の雑種地 232hα，)京野 150ha，IJ-I~;;j\ 1，789hα， 宅地 218ha，究IH1， 57hα， 60年には田 813ha，
，J-I材c1， 41hα， 宅地 817ha，j:f[j 1，162hα， 田 744ha，1983年には，地 ~I 2，188haで、あったのに対し










































を 11又り I~ き，その下の砂際l習の砂利を採11";;(する.採取が終ると，業者は穴をtmめ戻して土地を;農家に












第5表 波崎町における用途別農地転用件数の推移 (1972年-1985年) (単位:件)
市区の街域み化計内
m途別件数 (1974~1三以降は市街化調整区域内のみ)
{!三 メiごL1 三[i"-I- 合計|住宅[商応|量産tl霊日間|叶
1972 59 59 40 11 5 、つJ 
1973 256 256 151 35 40 4 10 16 
1974 77 31 46 27 3 3 4 6 3 
1975 48 19 29 11 3 3 5 2 5 
1976 42 21 21 8 1 1 5 3 3 
1977 64 47 17 5 7 2 2 
1978 69 33 36 22 2 3 7 2 
1979 45 17 28 12 3 4 6 1 2 
1980 64 18 46 21 l 16 4 3 
1981 60 13 47 24 5 6 8 3 1 
1982 63 23 40 19 6 7 2 5 
1983 90 37 53 19 8 6 16 2 2 
1984 80 15 65 19 8 7 20 5 6 




















































Inl酌ト利用地 義援綴帯同市仲ー ν ゥ世
[_::_ゴ架設怒物(下紀以外)滋臨時間間 ソ 」ハ m



















































栽培する農家は23戸あって， 2人から 5人の;農業専従者をもち， 35 aから98aのビニーノレハウスを経
している.それらのうち，専業農家は14戸，第一種穀業農家は 8戸，第二種兼業農家は l戸であ
る.これに対し， ピーマンのみと水稲とを組み合わせる農家は6戸あって 2人から 3人の農業専従
168 
第6表 中須田における農家の経堂類型 (1986年)












10 5 1 
。
3 2 2 
。 1 2 








者を持ち， 20 aから45aと比較的小規模のビニーノレノ、ウスで栽培を行っている. ピーマン栽培のみを





かそれぞれ単独に行っていたが， ビニーノレノ¥ウスの利用は1年 1作であった. 1976年から1986年まで




































た場所に位霞する傾向がある.各農家は労働集約的な施設園芸を行っているため， のMj也の ~J! 作
を放棄し，荒れ地としていることが多い.専従労働力一人当たりの適正なピーマン作付面積は，公的







ここで， ピーマンとメロンと水稲とを組み合わせた経営を行う A農家を事例として取りあげよう 0
1987年11月の聞き取りによると， この農家の農業専従者は，世帯主 (40歳)とその妻 (39t誌)，およ
び世帯主の母 (58歳)の 3人で，世帯主の父 (61歳)は収穫の最盛期のみ手伝う. A農家では加温設
備のある型ビニーノレハウス(以下，加温連椋ハウスと呼ぶ. ) 20 a，加温設備のない連棟型ヒニ
ーノレノ¥ウス(以下，無加温連棟ハウスとIJ子ぶ. ) 30 a，およびパイプハウス10aにおいて， ピーマン
とメロンの栽培を行い，田には水稲を95a栽培している.加古員連椋ノ、ウスでは，半促成ピーマンの
収穫後にアーノレスメロンを定植し， 11月下旬から加温して12月中旬に収穫する.無力刊誌述調:ハウスで
は， 10 aに半促成ピーマンと;工IJfl~iJピーマンの栽培を行い， 20 aには， 6月までにJl又接するアムスメロ
ンの後，抑制ピーマンの栽培を行う.パイプハウスでは，半{足成ピーマンと抑制ピーマンの栽培・を行
う.作業の効率化を留るために，大部分のハウスを連棟型にしたうえ力1:混設備を導入し雇用労力を







表)，千両や若松を中心とする類型の農家が11戸で最も多く， ピー マン， トマトなとの施設!野菜を牛l
心とする経営類型の農家は 3戸に過ぎない.しかし千両と施設野菜を組み合わせている農家が，さ
らに 3 戸存在する.千両や若松を中心とする類型のうちでは，千~Iij .若松と，水稲ないし梨を組み合
わせる農家が最も多く， 5戸存在する.また11戸のうち専業農家が 8戸で，第二種兼業農家は存在し
171 
第 7表 本主I11における農業経営の諸類型 (1986~:1三)
].主jJ主3 巧d予二、 数
i主1主: 業 経 J呂、~-!. 。〉 ~;r~ ~_f;~ 
合計¥Jti子j来 I第兼一種業 ¥ 兼第m 一種業
千両 1 1 。 。
千ドlij+若松 。 l 。
千flij十稲 2 1 1 。
千両・若松を中心 千両十若松+稲 3 2 l 。
とする類型
千ffij+普通畑作物+稲 1 。 。
千jlij+稲+梨 1 。 。




千Iiljと施設野菜を 千j1u十ピーマン十トマト+稲 。 。 I 
組合せる類型
1 
施設花升+稲 1 。 。
五百 4 l 。 3 
その他 普通知I作物 1 。 。





































よう. この農家は， 1986年5月の聞き取りによると， 30 a のビニーノレ水 111 で I~I 給 nl の米， 先1で、千ドIU
120 aと若松 150a，合j司令 450J干のプiラスiji室で洋ランと観葉植物を栽培している専業出家である.千
両栽培は中IMJIねな規挟である主 (48放) とその安 (48tuO が千両・若松の栽j行と稲作に従事
し i世;信:主の長男 (24歳)は洋ランと観葉植物の栽培に従事している.位に千i叫・若 1公の収穫ll~j:JtJlに
は401=1/北毎日 5人の定用労働力を使い，洋ランと観葉物の栽培には週 11=:， 1人のm{rFJ労働力をsと
っている.掘り Fげ[1]は 1970年ころまで合計 100aあり，稲を作付していた.しかし生産調整政策に
応じて20aを休耕しているほか， 1980ji三に30aをj望め立てて千Ii1j栽培に転換し，他に20aを宅地とし
て販売した.さらに1985年には， 30 aの掘り下げ口]を利担)1の川土の客土で、埋め立て， ここには1988
年頃から千両を栽培する予定としている. このように掘り下げIJは， 稲作に使われず， 1:ilに転換さ
れている.その理由は，排水不良による生産性の低さという. ，:Il ti 400 a JYi-有しているが， その利用








































以上のような傾向を確認するため，波i出~lllJの土地台i恨の約40分の l の仁!こiに記載されていた 199件，
合H面積233，9101fの不在地主所有地を事例として，その特徴を検討してみよう.まず地主の在住都
県別にみると，東京都が件数・面積ともに最も多く， 71件， 78，058nf (面積合計の33.4%)を占めて
いる.以下，千葉県が56件， 53，494nr (22.9%)， 埼玉県が13件， 49， 593 nf (21. 2%)，神奈川県が27
{~I: ， 30， 1171f (12. 9%)，および茨tJtYf!，;が20件， 18，984m2 (8. 1%) と続き， これらの 5都見合計で
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第 8 表不在地主所有地のJ也 I~I 別・不在地主在住地別内訳 (1985:il. ) 
メ1L1 1231 ‘ 一一一一一一一一一一← 一一一一-
¥地〈l借¥地 東京都 銚子市 その他
{LI 数|出!積 (nf)刊数|面積 (nf)I fl 数|剖積 (nf) 件数|而杭 (nf)
地 1 341 14，吋 81 2， 3921 71 2， ~461 
1:1l 61 7， 6521 1 1刈 31 山 61 21 
1 2，417 
jJ 35叫 54，822 
保安林 i 山 71 ι4521 31， 297 
j京 8，541 
雑種地| 2，663 26，005 




次に，地 I~I 別の件数と面積をみると(第 8 表)， 11林が件数.i面積ともに最も多く， fti棋の41.7%
を占めている.次いで保安林 (26.0%)と雑種地 (17.3%)が多い. 宅地は件数こそ17.1%だ
が， 1件当たりの面積が小さいため，面積では6.1%しかない. 向IとEHは，件数・ともにわずか
である.東京都と銚子市に在住する不在地主の所有地の地 '~I を比較すると(第 9 表)， ITli者の傾向が
切らかに異なってし、る.東京都の不在地主の所者地でトは， 11林と伝安林が非常に多く，雑種j也がこれ
らに次いでいる.宅地は比較的少なく， IE!やj:1Uはわずかしかない.一方，銚子['1の不在地主の所有地








し， 1970年代を通じてさらに増加し， 1980年には;tIHmîTJ~fの 33. 8%に達した. 1985~l三までには1980年の
約 2分の lの面積にまで減少しtこが，依然として1，l而積の18.6%が一時的休耕地となっている.この
ように， ):111 の一時的休耕 j位の増加は，土地利HJ(灼な変知・いも矧ゃ~r芸作物類の栽培の衰退，それに
代オつる労働集約!均・資本集約I'I!~ な施設|孟l芸の普及と Ii:U じ JJ寺 J iJ J に起こった.
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一方， 1の一時的休耕地は， 1970年以|経に怠した.同時に， 1970年まで増加していたEl面積が急
減した. これは，米の生産調整政策と I;)~J係している. 111mî積の減少とーIl~j:(，守休耕地の増加は， 1985年
まで続いている. 1985年の1の一時的体制地の割合は13.8%に達し，茨城県平均の 4.5%に比べてか
なり高い.耕作放棄地のは， 1980年には 140.9haで、あったが， 1985年までには 95.1hαに減少し




業集落ごとの 1:111 と日:1 のーI'~j:n~J休耕地率をそれぞれ第14図と第151玄i に示した. まず対立の一時的休耕地率




いとしづ状態は， 1975年にも認、められた. しかし， 1980年までには，多くの集落で:llHの-11寺1"守休耕地
平がj杓加し北部だけでなく，南部の一一fij:にも高率の集落が存在するようになった. UJ二のような，















































し制作放棄地は調査されていない.一時的体制地を持つ13戸の農家が経営する ~In而訴は 40aから 170
aで，合計1， 325 a (平均 10l.9a)，そのうち50.5%にあたる 670a (平均 51.5 a)が一時的休耕地






ここで， TiT.iEi'でみた中須落のA民家の不耕作農地に注1':1してみよう A1J{家は， 160 aの畑地
のうち 100aを不耕作農地にしていた. Al決主家は， 1965 会今年1::'三頃にピ一マンのトンネ/ルレ栽j培苦を出f炉約そ守ご~Jl刊Oa の万規1 
1模契で、始めた. 当H
ていナたこ. 稲作は， 所有する約130aの掘り FげIJの他に 30aの掘り下げEIを佑'J也して行っていた.
1965年から，今のi止?ij:主(当時四歳〉は， j?を業のかたわら!!?山寺1'守に土木作業への就業を始め， 1975年
まで-続け寸こ. その!日iの段業専従者は父母ーのみで、あった. 彼が農業専従となるF直主1前i計清D丙首]の対如畑n悶幸利lJ)舟吾は， 3初Oaの
ピニ一/ルレノ、ウスだ(けけづ寸』でで、あつた. 1摺電習1 :1場易整 t部備11的:台i 宅司事事J~ド1-業の胞施宇:工i仁:仁中|
なかつたのでで、ある，距l場整備事業に伴う 1)定歩地fこは掘り下げFEIをあて，対nは収益の高い農業の基盤と








ウスを建て， -j主主 (41歳)， その妻 (43歳)，主の父 (69歳)，およびその妻 (66歳)の 4人
と，延べ200人の収穫期の雇用労力によって， ピーマン，アムスメロン，スイカを栽培している.そ
の一方， 250 aの水EBを所有し， I~I 家労力のみでソ友稲栽培を行っているが， そのうち150aはビニーノレ
水1:13である. c農家は1970年代の初頭に，それまで露地スイカと落花生を作付していた70aの1，1llをビ
ニー ノレ水1に転換した.その後の岡場整備事業の結果，所有する約100aの林地が，樹木伐採と土地







時13ZJ休耕地としている農家は8戸であった. これらの農家の経営する田の合計面積は 383aで， その










れば， 20 aの掘り下げEIで自給用稲作を行い，商品作物として千両 100aと若松10aを栽培ーしている
専業農家で、ある. ，農業は世帯主の長男 (39tsJ とその妻 (38歳)が主に行い，世帯主 (65歳)は補助
的な労働力である.千両の収穫i時期には， 101:] 1礼毎lヨ5人から 6人の労働力を雇用している.D農
家は1970年ころまで，合計80aの掘り下げl習をすべて稲作に利用していた. しかし) 1975年頃までに
合計40aの掘り下げl壬!の耕作を中止した.それらの回は) 1~1:水が良くない 133か，地下水位低下のため























haにのぼる. J~JIめ了工て・整地の面積，費用，および補助金金額を1981年度のイヲリでみよう 38) この年度
には， 24戸の農家による25f-1二のj担め立て・整地に補助金が交付された.埋め戻しだけの事業は10件あ
り，泊結合計は11， 387 nf，費用合計は約 460万iごCJであった. この費用は，一利二当たり約46万円， 10 a 
当たり約40万 IT) にヰ:EI当する。一方，土砂を搬入した埋め立ては13件あり，市ñ~合計.18 ， 004 111で，費用
合計は約1，400 71::1:)であった. この費用は，一円二当たり約 108万円， 10 a当式こり約78万円にのぼる.
他の 2 はJ:ljtめ反しと搬入を組み合わせた工事で、あった.一方，支給された有H助金の合計は約 160万
円で，事業裂の 7.8%にあたる額であった39). このように，掘り下げ日1の埋め立て・整地は多額の投
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若松 10. 21 
花井種菌類 i千両 I 4.70 
1日 I 2. 27 
ピーマン I 66.74 
メロン I 1. 66 
トウモロコシ I O. 87 
トマト | O. 67 
野 菜 類|一一一一一 ( 
スイカ O. 60 
食用カンショ| O. 46 
キュウリ I 0.26 
その他の野菜 O.63 
表 36. 38 
3.59 
玉L 1. 70 
その他の豆類 O. 60 
飼料作物類 牧草 3. 88 
工芸作物類 タノミコ 1. 22 
果 樹 類 カキ O. 14 
その他の作物 薬HJ作物 O. 26 
保 l→〉ー‘ 井日由; ]翠 4. 87 
他用途利用米 1. 63 







































































作面積が最も大きく， 12戸の農家で合計23，13411の日=1がピーマンに転作された. 千両の5戸， 7，471 
11f，若松の3戸， 5，48411がこれについでいる. ピーマン，千両，若松の3つの作物で， 転{乍合計面
積の82.9%に達していた.南音日の本銀1)集落では， 25戸の農家のうち16戸が，合計24，41711の田で1去作
を行った.千両への転作面積が最も大きく， 7戸の農家によって11，141111の回が千~fDに 1j去作された.
これについで、若松への転作面積が大きく， 7戸の農家によって 9，90011の田が若松に転作された. 千
河と若松への j!i~f乍が，転作面積合計の86. 2%に達し，他は花1i-への転作であった.
3) 耕地利用の流動化
波I時lH]・では， 13~ ~IH の不耕作;農地化が進んでおり， そのような余剰耕地の利用を留るため， 農用地
利用増進事業による耕地の貸借が積極的に推進されている.その結果， 1984年度末に利用権の設定済
み1m積は 111.5hα にのぼり， これは1IJI今の;農地面積の7.9%にあたっていた43). 以下では1984年と
182 














































若松 4.87hα(7.1%) ，千両 2.89hα(4.2 
%)， ピーマン1.05hα (1.5%)等であ








から 20，0001Jl 支ー では10a当たり 5，000
jT:I， 7JC稲で、は， 10 a当たり15，000円から



















農家と 1つの耕作組合が合計 100，034nfの農地を借り受けていた. I普通知lJへの利用が最も多く，











は， 5戸の農家が合計25，851n1の ~01地を借り受けている.千河栽箭は， 3)ゴの農家が合計14，344n1で
行い，若松栽培は 1戸の農家が 8，90411で、行-っている.この2作物で合計面積の89.9%に当たる.千
両を栽培している耕地は，荒波集落に4筆存在するほか， 1日若松村域の仁iコ須日1集落に 3 筆，な~[凹浜集

































































(1986): [f地域調査報告第 8 号~ 121 p. 
筑波大学地球科学系人文地理学研究グ、ループ(1988)






3， 980人にのぼった. また， 1970:;:1三一年間の人口の
{j会増加!は2，203人であった.
4)茨城大学地域総合研究所編 (1974): U鹿島開発』










Imj出， また中夕日]\から~t1~\にかけてがf) 11 住宅自~J由



















の農業代設地が造成・分談されたTiiJ掲 4)， 40~ 
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動向.筑波大学人文地理学iiWJe，9， 74~83. 
8) 仁!コ島峰広 (1966) 茨M~iJ，鹿島三作品南部砂丘地に
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19) 1+1林ほか (1986)，7If掲12)，188. 
20) 1林ほか (1986)，前}e)12)，188~194. 
21)波 1奇I)Jの土地ful績は， 1960年の 6，850h川、ら 1985
年までに 6，877haへJi、幼1した. この変化は， MHu埋








利 (1986) : tl!I袖IiIJ大野原j也IRにおける)舌住者とゴ二
j由利用の変遷.地域調査報告， 8， 1 ~22. これによ
ると，砂利の主なm途はコンクリートの骨材であっ






























31) 1日林ほか (1988)， Îl íJ~色 12) ， 190~192. 
32)千示lijは強風や冬季の低温に弱く，かつ病害が発生
しやすい.そのため収穫量と価格が不安定で， 10 a 
当たりの羽lJl又入(ゴブi三により 0円~約 500万円と，非
常tこ差が大きし、とし、われる. 1林ほか (1988)，ilI 
188 
}lM2) ， 193. 
















いては， J也 iケK伎の {JI 下した!日ij:J!JJを • ;j( j主力1l]_:~[J必
が市街地の問辺へ移転しj也ドオくくみ上げを始めたWJ






38) この資料では， 1982年以降， 埋め立て・絵地にか
かった政RJと補助金金額が切らかにされていないー
39)補助金額は， 10 a 当たり 5 万円で i(LÍ積に応じて 1~r
定した鎖と，実l~z の事業qJJ:の 3 分の l の金額とを比
較し， {JIしヅ7の額とされている
40) IJfJき取りによ)-lば，林地等の未DlH1U也を多く所有










にあたる 14haが， この制L合によって M{Yされてい
ノ心. 
43)波li奇IlJ農業委員会 (1985): r波崎町操業委片会だ
より 治62J'7-J .波II~i /lな農業委民会は，耕地利)FJ流
動化の史績によって 1985王子に県から表彰を受け
た. この表彰の基 ì~色 ~i ， 利j有権の設定iYuft{90ha以
!二， または， 設定!7u主主が農地i市磁の25%以!二という





¥11， 150 aは掘り下げ11) に加え， 第二fÆ~(t業農家
3戸から， 合計 100aの掘り Fげ川の耕作を委，;(さ
j してp 合計-350 aの水郎作を行っている. '~1Iでは，










The Land Use as a Manifestation of 
Urbanization and Agricultural Modernization 
in Hasaki-n1achi， lbaraki Prefecture 
189 
Sh020 YAMAMOTO， Takehiro MORIMOTO， Hideya ISHII and Katsuhiko NEDA 
This study analyzes chronological patterns of the land use in Hasaki-machi， lbaraki Pre-
fecture， toidentify the landscape manifestation of urbanization and agricultural modernization. 
Being located 0日sandysoil， Hasaki“machi had traditionally been characterized by the produc-
tion of such non-paddy crops as sweet potatoes and wheat. The development of Kashima 
lndustrial District since the late 1960s， however， has lead to the urbanization of this area. The 
large-scale development 0妊eredopportunities for emploYl11ent and agricultural l11odernization. 
The land use patterns， as a result， has been rapidly transforl11ed. 
Like other area of rapid developl11ent， Hasaki-l11achi juxtaposes intensive and extensive 
land use. The extensively used land includes socially created fallows. The transformation 
processes differ regionally because of the di妊erentconditions of land， urbanization， newly in-
troduced agriculture， traditional industry， law， and labor force. Farmers are now seeking the 
alternative and productive use of the fallows， which were created in the process of urbaniza-
tion and agricultural modernization. 
